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やせや体重減少のある児童生徒に対する養護教諭の対応頻度と知識 

―小児摂食障害に焦点をあてて― 

 

小田 幹子・佐々田 綾・山崎 智子※・川崎 裕美※  

 

 本研究では，次の３点を明らかとするため調査を行った。第一に，養護教諭はやせや体重減少のある

児童生徒に対しどのくらい対応しているか。第二に，やせや体重減少に関する知識を持っているか。第

三に対応頻度と知識の有無に関係はあるのか，である。その結果，Ａ市養護教諭への調査で次の３点が

明らかとなった。①肥満度−20%以下と抽出され，かつ肥満度−30%以下になっていない児童生徒にかかわ

る養護教諭の対応頻度については，「対応群」は対応の種類によって 32.1%～69.8%であり，本人への対

応は先行研究と比較して低い対応水準であった。②「知識あり群」は知識の内容によって 24.6%～58.5%

であり，先行研究と比較し低い知識水準であった。③やせや体重減少による重症度の見極めについて「知

識あり群」であったとしても，月経の有無や脈拍の状態という指標を伴うと「知識なし群」と比較し対

応頻度に有意な差はみられない，である。これらから，Ａ市の養護教諭にとってやせや体重減少のある

児童生徒本人への対応に結びつかない要因があること，Ａ市の養護教諭の身近にある発育評価資料で

は，肥満度−20%以下と抽出され−30%以下になっていない児童生徒について医療側の求める対応水準・知

識水準に到達できないこと，成長曲線に関わる養護教諭向けの資料に月経の有無や徐脈などの観察項目

の必要性とその意義について記載するとよいことが示唆された。 

 

 

Ⅰ．はじめに 

養護教諭は児童生徒の心身の健康の保持増進を図る存

在である。同時に，児童生徒の心身の不調を早期に発見

し対応することが求められる存在である。 

2020 年より，世界中で新型コロナウィルス感染症が猛

威をふるい，日本でも感染対策やオンライン授業など学

校では数多くの対応に追われた。その中で，児童生徒達

は黙食やマスクの着用など，かつてないほどストレスを

抱えた日々を送っており，養護教諭は心身の状況に細心

の注意を払わなければならない状況である。そのような

状況の中で，2019 年度と比較し 2020 年度は子どもの摂

食障害初診外来者数が 1.6 倍になったという報告が発表

された 1)。また，文部科学省からは 2022 年８月に「保護

者や学校関係者等のみなさまへ」というメッセージが発

信された 2)。その中ではコロナ禍や長期休業明けで不安

や悩みを抱える生徒のサインとして体重減少がとりあげ

られるなど，コロナ禍以前よりも日々の執務で子どもの

やせや体重減少に着目することが求められている。2017

年３月発行「摂食障害に関する学校と医療のより良い連

携のための対応指針 中学校版」によると，肥満度−30%未

満は生命危機の危険を考えて対応すべきレベルとされて

いる 3)。つまり，肥満度−30%になる前に児童生徒への介

入を行わなければ，生命危機リスクのある生徒の対応が

遅れてしまうことになる。そこで筆者らは次の３つを明

らかにすることを目的として研究を実施することとし

た。第一に，養護教諭がやせや体重減少のある児童生徒

に対してどのくらい対応しているか。第二に，やせや体

重減少に関する知識を持っているか。第三に対応頻度と

知識の有無に関係はあるのか，である。 

 

Ⅱ．研究方法 

１．対象者 

対象者はＡ市の市立小学校 74 校，市立中学校 34 校，

義務教育学校１校，計 109 校に勤務する養護教諭 110 名

である。 

２．調査時期 

2021 年 10 月 15 日～11 月 30 日 

３．調査方法 

各校に「子どもの成長曲線に関わるアンケート調査」

を郵送した。送付したアンケート用紙に回答して返送す

るか，同封したアンケートの QR コードから回答するか，

どちらか一方で回答することを対象者に文章で依頼し

た。  
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４．調査内容 

調査はＡ市教育委員会の協力のもと，付録の「子ども

の成長曲線に関わるアンケート」について調査を行った。

本論文ではやせと体重減少について着目しているため，

肥満度－20%以下と抽出され，かつ肥満度-30%以下になっ

ていない児童生徒にかかわる養護教諭の対応頻度と知識

について記述を行う。これは質問 15～19，25～28，30 に

該当する。 

質問 15～19 は肥満度の最新値が−20%以下と抽出され，

かつ肥満度−30%以下になっていない児童生徒にどのくら

い対応しているかその頻度について各項目を４件法（１

:よくある，２:たまにある，３:あまりない，４:まった

くない）で尋ねた。また，質問 25～28，30 は日本小児心

身医学会 4)5）の基準値を参考にして，内容について知っ

ているか，各項目を４件法（１:知っている，２:ある程

度知っている，３:あまり知らない，４:知らない）で尋

ねた。 

５．分析方法 

データ分析は以下のように行った。 

（１）質問紙に一カ所でも未記入事項があれば，分析の

対象外とした。 

（２）質問 15～19 について，どのような頻度で対応し

ているか単純集計を行った。そして「よくある」

「たまにある」と答えた場合は「対応群」とし，

「あまりない」「まったくない」と回答した場合

は「非対応群」として集計を行った。 

（３）質問 25～28，30 について，どのくらい知識があ

るのか単純集計を行った。そして， 「知っている」

「ある程度知っている」と回答した場合「知識あ

り群」，「あまり知らない」「まったく知らない」

と回答した場合「知識なし群」として集計を行っ

た。 

（４）質問 15～19 について，それぞれ「対応群」は１

点，「非対応群」は０点とし，合計５点満点で対 

象者全員を評価した。 

 

（５）「知識あり群」と「知識なし群」の養護教諭が，

肥満度−20%以下と抽出され，かつ肥満度−30%以下

になっていない児童生徒にどのような頻度で対

応しているか両群の有意差を分析するため，対象

者が質問 15～19 で得た得点に対し t 検定を行っ

た。分析は SPSS Statistics25 を用い，統計上の

有意水準は５%とした。 

６．倫理的配慮 

調査対象者に対して，文章で研究の趣旨，目的を説明

し，研究への参加は自由意思であること，得られたデー

タは個人を特定できないように取り扱うこと，研究以外

の目的では使用しないこと，回答をもって研究への参加

に同意が得られたとすることを文書で説明した。 

 

Ⅲ．結果 

１.回収率及び有効回答率 

回収率は 67 人（60.9%）であった。その中から全ての

質問内容に対して回答したものを分析対象としたため，

有効回答数は 53 人（48.2%）であった。 

２.対応頻度 

 表１には，肥満度の最新値が−20%以下と抽出され，か

つ肥満度−30%以下になっていない児童生徒にどのような

頻度で対応しているか質問 15～19 で尋ねた結果を示し

た。 

質問 15 の体調，食生活，ストレスについて尋ねる頻度

については，「対応群」27 人（50.9%），「非対応群」26 人

（49.0%）であった。質問 16 の担任やその他の教職員と

連携する頻度については，「対応群」37 人（69.8%），「非

対応群」16 人（30.2）%であった。質問 17 の月経の有無

・初経の遅れについて尋ねる頻度は，「対応群」17 人

（32.1%），「非対応群」36 人（67.9%）であった。質問 18

の児童生徒に成長曲線を見せて肥満度を伝える頻度は，

「対応群」12 人（22.6%），「非対応群」41 人（77.3%）で

あった。質問 19 の児童生徒の保護者に情報提供や受診勧

 

表１ 対応頻度 n=53(%)

よくある たまにある あまりない まったくない

質問15 体調・食生活・ストレスについて尋ねる頻度 7(13.2) 20(37.7) 13(24.5) 13(24.5)

質問16 担任やその他の教職員と連携する頻度 10(18.9) 27(50.9) 9(17.0) 7(13.2)

質問17 月経の有無・初経の遅れについて尋ねる頻度 6(11.3) 11(20.9) 19(35.8) 17(32.1)

質問18 児童生徒に成⾧曲線を見せて肥満度を伝える頻度 5(9.4) 7(13.2) 14(26.4) 27(50.9)

質問19 保護者に情報提供や受診勧奨を行う頻度 11(20.8) 18(34.0) 9(17.0) 15(28.3)

対応群 非対応群
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奨を行う頻度は，「対応群」29人（54.8%），「非対応群」

24人（45.3%）であった。 

３.やせや体重減少による重症度見極めの知識 

表２には，やせや体重減少による重症度見極めの知識

があるか質問 25～28，30 で尋ねた結果を示した。 

質問 25 の肥満度−20%で月経が止まることについては

「知識あり群」31 人（58.5%），「知識なし群」22 人（41.5%）

であった。質問 26 の肥満度−25%以下では一般的に体育や

運動が不可と指摘されていることについては「知識あり

群」13 人（24.6%），「知識なし群」40 人（75.4%）であっ

た。質問 27 の肥満度−35%以下は入院適応と指摘されてい

ることについては「知識あり群」24 人（45.3%）， 「知識

なし群」29 人（54.7%）であった。質問 28 の成長曲線上

１チャンネルの体重減少は異常と考えてよいことについ

ては「知識あり群」19 人（35.8%），「知識なし群」34 人

（64.2%）であった。質問 30 のやせや体重減少児に徐脈

・無月経があれば受診（肥満度−15%あるいは昨年に比べ

３kg体重減少がある児童生徒に徐脈や無月経）ついては

「知識あり群」は 21 人（39.6%），「知識なし群」は 32人

（60.4%）であった。 

４.やせや体重減少による重症度見極めの知識有無と対

応頻度 

表３では，やせや体重減少によってどのような重症度

が指摘されているかについての「知識あり群」と「知識

なし群」では対応頻度が異なるか t 検定を行った結果つ

いて示した。その結果，表３の②（肥満度−25%以下では

一般的に体育や運動が不可）と表３の④（成長曲線上１

チャンネルの体重減少は異常）について，「知識あり群」

と「知識なし群」の間で t値に有意差があった。 

 

Ⅲ．考察 

１．やせや体重減少に対する対応頻度 

 「摂食障害に関する学校と医療のより良い連携のため
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の対応指針 小学校版」では，肥満度−20%は学級担任・

学年教師等と情報を共有し見守り体制を作ること，保護

者に連絡をすることが勧められるとされていた 3)。また

「摂食障害に関する学校と医療のより良い連携のための

対応指針 中学校版」では，肥満度−25%未満は医療につ

なげるための行動をとるべきとされていた 3)。このよう

に医療の側からは肥満度−20%以下と抽出され−30%以下に

なっていない児童生徒についても積極的対応が求められ

ている。 

本調査における該当児童生徒へ体調・食生活・ストレ

スについて尋ねる「対応群」は 50.9%，他教員と連携する

「対応群」は 69.8%，月経の有無・初経の遅れについての

「対応群」は 32.1%，児童生徒に成長曲線評価を見せる

「対応群」は 22.6%，保護者へ情報提供・受診勧奨する

「対応群」は 54.8%であった。2018 年 7 月に開催された

「養護教諭のための摂食障害ゲートキーパー研修会」に

おける調査では 6），摂食障害を初めて発症し，入院歴も

ない初期の患者への「早期対応は可能か」という質問に

対し，88.5%が可能であると回答しており，Ａ市養護教諭

は研修会に参加した養護教諭と比較して本人への対応は

いずれも低い水準であった。 

また, 2015 年に行われた「４県の養護教諭を対象とし

た質問紙調査」7）では，摂食障害と思われる児童・生徒へ

の早期対応の現状は「本人に説明」58.6～73.9%，「保護

者に説明」51.9%～72.0%，「教員に相談」65.1%～77.7%

であった。本調査におけるＡ市養護教諭は，体調，食生

活，ストレスについて尋ねる「対応群」50.9%，月経の有

無・初経の遅れについて尋ねる「対応群」32.1%，児童生

徒に成長曲線を見せて肥満度を伝える「対応群」22.6%で

あり，質問紙調査の「本人に説明」と比較して本人への

対応はいずれも低い水準であった。一方で，児童生徒の

保護者に情報提供や受診勧奨を行う「対応群」は 54.8%，

担任やその他の教職員と連携する「対応群」は 69.8%で

あり，質問紙調査と比較し保護者対応と教員連携は同程

度の水準であった。 

 これらより，Ａ市の養護教諭は保護者対応や教員連携

について４県の養護教諭と同程度に対応しているが，本

人への対応については４県の養護教諭や研修会に参加し

た養護教諭と比較して低い水準であった。これは，Ａ市

の養護教諭にとってやせや体重減少のある児童生徒本人

への対応に結びつかない要因があることを示唆する。考

えられる要因の１つとしては，Ａ市の養護教諭に配布さ

れている発育評価資料に，肥満度が-20％以下と抽出され

た児童生徒へどのように対応するべきかが記載されてい

ないことが考えられる。 

２．やせや体重減少に対する知識 

養護教諭は小児摂食障害における早期発見者としての

重要な役割を期待されているものの 8)，本調査のＡ市養

護教諭はやせや体重減少による重症度について，肥満度

-20%で月経が止まる「知識あり群」は 58.5%，肥満度-25%

以下では一般的に体育や運動が不可「知識あり群」は

24.6%，肥満度-35%以下は入院適応「知識あり群」は

45.3%，成長曲線上１チャンネルの体重減少は異常「知識

あり群」は 35.8%，やせや体重減少児に徐脈・無月経があ

れば受診「知識あり群」は 39.6%であった。2015 年に行

われた埼玉県養護教諭に対する「小児摂食障害の早期発

見・早期支援に関するアンケート調査」9）では，摂食障害

の知識はＡＮ（神経性やせ症）では「よく知る」14.9%，

「大体知る」77.1%であった。本調査におけるやせや体重

減少に関わる重症度についての知識は 24.6～58.5%であ

り，埼玉県の養護教諭と比較し低い水準である。 

前節でも述べたように摂食障害が疑われる児童生徒に

対応することについて医療側の期待は高い。しかし，本

調査におけるＡ市養護教諭の実態は知識水準についても

埼玉県より低いことがわかった。その理由の１つとして，

医療側と学校側両者の基準値の異なりが考えられる。例

えば日本学校保健会のポータルサイト「学校保健」では，

肥満度の最新値が-20%以下と抽出された児童生徒につい

て「現段階では，様子を見て大丈夫です。ただし肥満度

が−30%以下の場合は，高度やせとして，学校医に相談し，

その原因を明確にする必要があります」とある 10)。また，

Ａ市の養護教諭に配布されている発育評価資料でも肥満

度の最新値が-20%以下と抽出された児童生徒について

「肥満度-30%以下は学校医確認，受診勧奨」としている。

これらの内容を踏まえると，本調査におけるＡ市養護教

諭の身近にある発育評価資料では，肥満度−20%以下と抽

出され−30%以下になっていない児童生徒について医療側

の求める知識水準に到達できないことが示唆される。 

現在，摂食障害の低年齢化が進んでいると言われてい

る 11)。養護教諭の知識不足から子ども達への対応の遅れ

があってはならない。そのため，日ごろから利用されて

いる成長曲線に関わる養護教諭向けの資料の中に，具体

的な観察項目やその観察頻度，児童生徒やその保護者に

受診の必要性を説明するための重症度の見極めに関する

知識が記載されていることが必要である。 

３．「知識あり群」の養護教諭の動向 

やせや体重減少に対する「知識あり群」と「知識なし群」 

の対応頻度については，表３の②（肥満度−25%以下では

一般的に体育や運動が不可）④（成長曲線上１チャンネ

ルの体重減少は異常）に有意差がみられた。また，①（肥

満度−20%で月経が止まることについて）③（肥満度－35%

以下は入院適応であること）⑤（やせや体重減少児に徐

脈・無月経があれば受診）について有意差はなかった。

これは，②④については数値やグラフを見ただけで異常
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や対応の必要性について判断できるものの，①⑤につい

ては月経の有無や脈拍の状態という別の指標を調べ，そ

こから対応が必要か検討するという行動を伴うことが，

対応頻度の増加につながらない要因ではないかと考えら

れる。また，③については，−35%以下から入院適応であ

るならば，肥満度の最新値が−20%と抽出され，かつ肥満

度−30%以下になっていない児童生徒はまだ対応段階では

ないと「知識あり群」の養護教諭に解釈されたため，「知

識なし群」の養護教諭と対応頻度に有意な差がみられな

かったと考えられる。  

摂食障害は罹患後治療に多くの費用と時間がかかる現

状や病態の否認や治療への抵抗が強いことから，できる

だけ発症早期に介入する必要があるとされている 8）。ま

た，摂食障害生徒への支援を行っている養護教諭へのイ

ンタビュー調査でも，経過が長く支援を終結できないた

めに起こりうる精神的な負担が大きいことが挙げられて

いた 12）。問題が遷延化することによる医療者と学校が抱

える負担の増加を考えれば，成長曲線に関わる養護教諭

向けの資料に月経の有無や徐脈などの観察項目の必要性

とその意義について記載することは，社会的なコスト削

減につながる可能性があるため検討の余地がある。ただ

し，「成長曲線の活用による発育の評価」は 2016 年より

正式に推奨化されたが，その後成長曲線作成に関する学

校現場の業務量は増大したとされており 13)，成長曲線評

価に関する学校現場の更なる業務量の増大については慎

重な議論が必要である。 

 

Ⅳ. おわりに  

本研究では，肥満度−20%以下と抽出され−30%以下にな

っていない児童生徒について対応している「対応群」は，

先行研究と比較し本人への対応は低い水準であった。保

護者対応や教員連携については先行研究と比較し同程度

の水準であった。これは，Ａ市の養護教諭にとってやせ

や体重減少のある児童生徒本人への対応に結びつかない

要因があることを示唆する。また，やせや体重減少に関

わる重症度についての知識は埼玉県の養護教諭と比較し

低い水準であることが明らかとなった。Ａ市養護教諭の

身近にある発育評価資料では，肥満度−20%以下と抽出さ

れ−30%以下になっていない児童生徒について医療側の求

める対応水準と知識水準に到達できないことが示唆され

る。 

Ａ市の養護教諭は「知識あり群」であったとしても，

月経の有無や脈拍の状態といった別の指標を調べ，そこ

から対応が必要か判断する行動については，対応頻度の

増加に結びつきにくいことも明らかとなった。子どもた

ちのやせや体重減少により多くの養護教諭が注視するた

めにも，成長曲線に関わる養護教諭向け資料の改善が今

後期待される。 

本研究の課題として以下の 2 点が挙げられる。第一に，

対象はＡ市のみであるため，地域特性が結果に影響を与

えた可能性がある。第二に，対象者が小中学校の養護教

諭であったため，高校の養護教諭の実態と結果は異なる

可能性がある。そのため本研究を一般化するには限界が

あり，今後はＡ市外での調査や高校の養護教諭の実態調

査を行う必要がある。 
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付録 

子どもの成長曲線に関わるアンケート調査 

１.勤務経験が１年以上ある学校種 

２.養護教諭の経験年数 

３.今までに成長曲線評価をどこで学んだか 

４.今までに成長曲線評価からどのような疾病が発見

されたか 

５.今までに思春期やせ症の対応を行ったことがある

か 

６.今までに体重減少を理由に主治医の指示で児童生

徒に運動制限を行ったことがあるか 

７.今までに児童生徒に介入するか迷ったり悩んだり

したことがあるか 

８.７で「ある」と回答した人の理由 

９．８で理由を「その他」と回答とした人の理由（記

述） 

10.現在の勤務校種 

11.現在の勤務校の規模 

12.成長曲線評価に関わる業務に要する時間 

13.全校対象の身体計測は年何回か 

14 全校対象の体重測定は年何回か 

15.体調・食生活・ストレスについて尋ねる頻度 

16.担任やその他の教職員と連携する頻度 

17.月経の有無・初経の遅れについて尋ねる頻度 

18.児童生徒に成長曲線を見せて肥満度を伝える頻度 

19.保護者に情報提供や受診勧奨を行う頻度 

20.学校医に相談する頻度 

21.該当児童生徒を呼んで体重測定をする頻度 

22.該当児童生徒を呼んで脈拍測定をする頻度 

23.該当児童生徒を呼んで血圧測定をする頻度 

24.該当児童生徒を呼んで体温測定をする頻度 

25.肥満度−20%から月経が止まる 

26.肥満度−25%以下では一般的に体育や運動が不可 

27.肥満度−35%以下は入院適応 

28.成長曲線上１チャンネルを超える体重減少があれ

ば，異常と考えてよい 

29.児童生徒の体重減少を引き起こす原因は，内分泌

疾患・消化器疾患など様々な理由が考えられること 

30.思春期やせ症の予防・早期発見のため，肥満度−15%

あるいは昨年に比べ３kg 体重減少がある児童生徒に

徐脈（60 回/分以下）や無月経が認められれば，子ど

もと家庭に医療機関の受診を勧める役割を学校が期

待されていること 

31.成長曲線評価全般の困っていることや疑問（記述） 
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